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石川県における農業変化の空間構造

五味武臣

Changingagriculturalregionsinthelshikawaprefecture

GoMITAKEoMＩ

島町5),内灘町6),白山麓の尾口村7)などの個別研
究を行った。さらに石川県全体の過疎問題8)や

人口変動と産業構造，)について論じた。近年に

おいては，「石川県農業の進展方向は，水稲単作

からの脱皮，商品作物生産の確立，すなわち自

給的兼業的水田稲作農業から商業的商品生産専

業的農業への移行へと発展させねばならない」
との観点から，県産青果物の流通販売市場構造

の分析'0),輸送手段として航空機を利用した石

川県におけるフライト農業の可能'性の検討'1)，
野菜の生産・販売の拡大方策としてのカット野

菜の生産と流通の調査'2),農林水産物を加工し

て付加価値を高め，販売することによって農林

水産物の生産を活性化し，地域振興に資する方

策の提示'3)など多方面にわたる調査研究を行っ

てきた。これも近年の石川県農業は大きな転換

期にあるとの認識のもとにである。これらの研

究によってみると，県と農協連合会が中心と

なって『－農協一産地づくり』が推進され，各

農協の支所（多くの場合農林業センサスの統計

単位である旧市区町村を範域としている）を生
産単位として野菜が生産され，軌道に乗ってい

る所もある。さらにこの一部は加工食品として

も生産・販売されている'4)。

本報告では，従来上述のように定性的もしく

は特定指標を用いた研究,あるいは微細地域(各

市町村など）に関する研究成果によって論じら

れてきた石川県の農業について，手続きが客観

的であり，実用性にも富む計量的分析法を用い

て検討することを目的とした。

Ｉはじめに

1970年代以降の米過剰,人口増加速度の緩和，

国民の食生活の変化，外国農作物の輸入自由化

など，わが国の農業をめぐる`情勢は厳しいもの

がある。石川県を含む北陸は，東北地方ととも

にわが国の穀倉地帯であり，古くから国民の主

食糧である米を主産物とする農業を展開してき

ている。しかし，国民の米離れはますます進み，

減返政策も年を追って強化され，水田の休耕か

ら水田転作，水田利用再編対策と矢つぎばやに

実施された。このような農業政策をうけ，石川

県では，1970年代前半には農業の機械化や中規

模集団化を進めて基幹作目の稲作の合理化を推

進した。これによって反当収量をあげ，生産費

を低下させることによって，減反割当を実質上

帳消しにしようと目論んだのである。しかし，
1976年以降の水田利用再編対策では転作目標面

積が割当てられ，単位面積当たりの収量を増加
させることによって減産目標量をカバーするよ

うな措置がとれなくなった。この後の石川県農

業は減反政策に振りまわされ，独自の農業進展

方向を定めることが困難であったのである｡'）

以上のように，石川県農業が稲作農業に基盤

を置いていたが故に一連の減反政策が稲作だけ

の問題にとどまらず，農業経済の面，農業生産

の動向，畜産業の動向など石川県農業全体に多
大な影響を及ぼしたのである。

ところで，筆者はかねてより石川県内各地の

農業に関心を持ち，研究してきた。とくに能登

地方の珠洲市2),内浦町3),柳田村，能登島町｡,鹿
平成元年９月１６日受理
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い。能登と加賀に分けてみると，農家数とは逆

に能登22,069ha,加賀25,555ｈａとなり１戸当た

り経営耕地面積は加賀が20ａ大きいことにな

る。水田率も能登と加賀では大きく異なり，能

登79.4％に対して加賀は884％と高いのであ

る。さらに田で稲以外の作物だけを作った面積

は3,109ha(田の7.8％)で，能登954ｈａに対して

加賀2,155hａ（70％)，また作付をしなかった面

積は985ｈａで能登457ｈａに対し加賀528ｈａとほ

ぼ同数であった。両者を合せて4,094hａ（田の

10.2％）となり，能登では1,411ｈａ(田の８％)，

加賀では2,683ｈａ(田の12％）を示し，減反政策

の対応にも能登と加賀の違いの一端をみるので

ある。

石川県の現行行政体数では能登に４市14町１

村，加賀に４市13町５村となっている。農林業

センサスの旧市区町村（1950年当時の市町村）

は1975年で193,85年で192となっている。小松

市の山間新丸村は1975年に農業集落数３であっ

たものが85年には０となり除外された。また山

中町山中は温泉集落であったので農林業センサ

スの旧市区町村には当初から入っていなかっ

た。この旧市区町村を分析単位地区とし，図１

に示した193地区に１から385のナンバーを付し

た。1975年と85年の変化をみるために75年の旧

市区町村と85年の旧市区町村は異なる地域とし

て扱ったのである。すなわち行に地域（385地

区)，列に地域属性（46変数）を配した385行４６

列の地理行列に因子分析を施した。４６変数は全

て農林業センサス府県別統計書から抽出した。

第１回の結果で変数の因子負荷量を検討したと

ころ，販売金額１位部門が雑穀の農家率，同じ

く果樹の農家率，借入耕地のある農家率，１戸

当たり乳牛頭数，同肉牛頭数，同豚頭数の６変

数が負荷量0.3000以下を示したので変数から除

外した２０)｡同様な手順で，385行40列の地理行列

に因子分析を施し，販売金額の大きい農家率，

販売金額１位が工芸作物の農家率，施設のある

農家率，農業臨時雇を雇入れた農家率の４変数

も除外した。そして，385行36列の地理行列につ

１１分析方法と対象地域

ここで用いた多変量解析による分析手法，す

なわち因子分析とクラスター分析による農業・

農村研究は既に，桜井（1971）による関東中央

部の農業地域区分（分析単位は市町村)'5),田

林・伊藤（1984）による黒部川扇状地の農村変

化（分析単位は農業集落)'6),山本・秋本・村山

（1988）による関東地方の農業地域区分（分析

単位は１日市区町村)'7)などに応用されているも

のである。

地域農業を構成する最も基礎的な単位は個々

の農家であり，小地域の詳細な研究は農家を単

位として数多く行われてきた。しかし，この種

の研究は種々の面から研究対象地域を拡大する

ことが困難である。農家に代る単位として農林

業センサスの統計単位である農業集落が取りあ

げられ分析されている'8)｡一方,現行の市町村で

は確かに統計資料の面では整備されているが，

行政体域全体を農業上から等質であるとみなす

には困難である'9)ともいえるのである。このよ

うに石川県を研究対象とする場合，農業集落を

分析単位にすると彪大な数(約2,000地区）にな

る。一方現行の市町村では広域的にすぎること

と，先述の各農協支所と農林業センサスの旧市

区町村との関係などを考慮して，本研究では農

林業センサスの旧市区町村（1950年の市町村）

を分析の単位地区とした。

研究対象とした石川県では，総農家数57,055

戸（1985年現在一以下同年次）で，専業農家は

3,307戸（専業率5.8％）にすぎないのである。

10年前の75年には総農家数66,481戸で専業農家

は2,587戸（3.9％）であったので，農家数は１

万戸弱減少の一方で専業農家は700余戸の増加

となっている。このような農家が能登（羽咋郡

以北）に３万戸，加賀に２万７千戸分布してい

る。

経営耕地面積は47,624ｈａで,水田40,116ha，

畑5,891ha，樹園地1,617ｈａとなり，水田率は

８４２％にも達していて，畑地は12.4％にすぎな
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いて因子分析を施した。その結果，固有値1.0以

上の因子８つが得られた。この８つの因子の解

釈を行った後に，農業変化の類型とその空間構

造をみるためにワード法によるクラスター分析

を用いて類型化を行った。

Ⅲ因子構造と因子得点の分布

石川県の農林業センサスの１日市区町村の２年

次にわたる385地区36変数の地理行列に,データ

の標準化を行った後因子分析を施し，表１に示

した固有値1.0以上の８つの因子を得た｡分析に

用いた36変数は表１に示したように，農家の性

表１変数と因子負荷量

量

…三三三二
因子負荷

…ﾛｰ菌字T蕊~5~国字T蕊~I~薗字T蕊-5~雨
変数

兼業農家率

第１種兼業農家率

第２種〃

複合経営農家率

単一経営〃

販売金額の少ない農家率

雇用兼業農家率

自営兼業農家率

男子恒常的勤務者率

男子日雇就業者率

男子自営業〃

女子恒常的勤務者率

女子日雇就業者率

女子自営業〃

農産物販売農家率

販売金額１位が稲の農家率
〃 野菜〃

野菜販売農家率

範騨

－．７２９４

、４００２

－．４１０５

、6677

-.6461

農
家
の
性
格

一.4532

.4376 －．４５６６

、8240

-.8894

、４６２８

－．５１８７

、４８３７

－．５４４５

-.4056

.3544
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.4705

.3688
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－．４２３２、3924

-.4878

兼
業
内
容

､３１８９一.3856 ､３６１７
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経
営
内
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格，兼業内容，経営内容，農家労働力，経営規

模，機械，その他の７つのカテゴリーに分けら

れる。因子の解釈を容易にするためバリマック

ス回転を行った。ただし，変動説明量は回転前

のものであり，８つの因子の累積変動説明量は

81.7％と非常に好結果が得られた。

第１因子第１因子は説明量25.1％であ

り，８つの因子の中で最も説明量の大きい（重

要な）ものである。正の負荷量をもつもので主

要なものは，１戸当たり経営耕地面積および経

営耕地面積1.0ｈａ以上農家率，農産物販売農家

率および販売金額１位が稲の農家率，単一経営

農家率および第１種兼業農家率であり，ついで

農家100戸当たり耕転機・トラックター保有台

数，１戸当たり農家人口および男子農業専従者

率などとなっている。一方，負の負荷量をもつ

変数で大きなものは経営耕地面積O5ha以下農

家率であり，ついで販売金額の少ない農家率，

農業専従者なし農家率および第２種兼業農家

率，男子，女子自営兼業就業者率などが続き，

小さいながらも老年人口率などがある。このよ

うにみてくると，第１因子は主として正の場合，

経営規模が大きく，生産物（主として稲および

野菜）は販売にまわし，機械化がなされていて

農業専従者もあり，農業への依存が高いことを

示している。負の場合は逆に農業経営の規模は

小さく，農業専従者もいない，農業への依存が

低いことを示している。このように第１因子は

農家の経営規模と経営内容，農家労働力を示す

ものといえよう。この第１因子の得点分布をみ
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図２第１因子の得点分布
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する変数で，正の場合には女子40才台の農業労

働力を中心としつつも男女の農業労働力に恵ま

れ，農業が農家の収入や就業面で重要な役割を

持っている。兼業種は臨時雇や日雇など自家農

業のかたわらに働くことのできるものとなって

いる。負の場合には雇用兼業を主とする第２種

兼業農家であり，兼業種は男女ともに恒常的勤

務が圧倒的に多く，農業労働力の確保の面で問

題があり，農業専従者がいなかったり，老令者

による農業が行われている。

第２因子の得点の分布をみると，図３に示し

たようである。1975年では能登全域とくに奥能

登で正の高得点地区が広がっている。一方，加

賀では金沢市の山間部，白山麓の村々，山中町

など山間部の地区が正の得点であり，小松市お

よびその周辺の根上町・寺井町，金沢市に隣接

する手取川扇状地上，河北郡の内灘町･七塚町・

高松など平野部で負の得点となっている。この

ような得点の分布からみると，先述の第２因子

の負荷量の解釈を多少変更しておいた方がよい

と思われる。すなわち，能登において農業労働

力が豊富で農業依存が大きく，加賀の平野部で

農業労働力に恵まれていないのではなくて，次

のような実態であったのである。まず能登にお

いては安定兼業種である恒常的勤務への地域内

での就業機会に恵まれず，また通勤にも不便で

あったので，基幹労働力である40～60才の男女

が農業に従事し，農業のかたわら臨時雇・日雇

の兼業に従事していたのである。一方，加賀の

平野部では稲作を主体とする農業を行ない，機

械化も著しく進んでもはや基幹労働力を農業専

従者としておく必要はなくなっていた。従って

農業は休日に行う農作業や老令労働力で対応

し，基幹労働力は小松市，金沢市・野々市町な

どへ通勤する恒常的勤務に就業している。この

ように単に負荷量の解釈では表面的な関係とし

て表わされるきらいがあるのである。

１０年後の1985年になると，県下全域で負の得

点への移行がみられ，加賀の平野部全域がマイ

ナス基調となっている。一方能登でも正の得点

たのが図２である。1975年には手取川扇状地上

の松任市(３地区)，美川町，川北村，金沢市安

原，加賀市，津幡町，羽咋市，富来町，能登島

町，旧神野村などが正の高得点地域である。加

賀の手取川扇状地，加賀市，津幡町地区を除い

た能登ではいずれも丘陵地の農用地開発パイ

ロット事業が実施されたもしくはされつつあっ

た地域であり，旧神野村の栗栽培，富来町・能

登島町では葉煙草の栽培が盛んであった｡一方，

負の得点地域は加賀では山中町,小松市山間部，

白山麓５か村，砂丘上の内灘町・宇ノ気町・七

塚町であった。能登では七尾市，門前町，輪島

市，珠洲市，内浦町，能都町といずれも漁業を

兼業種としている地区で負の得点が大きい。こ

れが1985年でみると，県下全域で正の得点地区

が増加し，加賀では山間部および砂丘地，能登

では海沿いの漁業を兼業種とする半農半漁村を

除いては全て得点を増加させている。このよう

に県全体で近年10年間に正の高い得点地域が増

加し，それが特に加賀においては平野部，能登

においては内陸部に顕著である。すなわちこの

10年間に石川県全域において，農家数の減少に

起因するところの１戸当たりの経営規模の拡大

（能登においては丘陵地の農用地開発も寄与し

ている）と農業の単一経営化（稲作）を強めた

といえる。この点加賀の山間部ではもともと水

田面積が小さかったこともあって，減反政策に

よる稲作の縮少，砂丘地および金沢市街地近郊

など宅地化による耕地面積の縮少などによって

経営面積を縮少しているのである。

第２因子第２因子は13.3％の説明量をもっ

ている。正の高い負荷量をもつのは女子40才台

の人口割合，男子40才台の人口割合，専従者女

子だけ農家率，女子日雇就業者率，男子日雇就

業者率などである。逆に負の高い負荷量をもつ

変数は，女子恒常的勤務者率と男子恒常的勤務

者率であり，ついで第２種兼業農家率，雇用兼

業農家率，就業年令以外人口率，専従者なし農

家率，老年人口率などである。このようにみて

くると，第２因子は兼業内容と農家労働力に関
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図３第２因子の得点分布
凡例は図２と同じ

を小さくしつつあるものの，奥能登を中心に高

い正の得点の地区が依然として､分布している。

このように兼業化（恒常的勤務への）が進むな

かで奥能登では依然として就業機会に恵まれな
い状態にある。

加賀の加賀市月津地区，金沢市安原地区など

では兼業化が深化するなかで，農業(野菜生産）

を大規模に展開する農家もみられ，地区農業の

二極分化が進行している地区もみられる。

第３因子第３因子の説明量は12.3％であ

り，この第３因子までで変動説明量の50％を超

えている。まず，正の負荷量で大きな変数は男

子農業専従者率，女子農業専従者率，老令人口

率,女子50才台人口割合,男子50オ台人口割合，
複合経営農家率および野菜販売農家率，販売金

額１位が野菜の農家率である。逆に負の負荷量

の大きな変数は兼業農家率がかけはなれて大き

く，ついで男子40才台人口割合，第２種兼業農

家率，女子日雇就業者率，販売金額１位が稲の

農家率などとなっている。このようにみてくる

と，第３因子は農家労働力と農家の性格，経営

内容に関する変数である。正の場合には農家経
営の中心を野菜と稲の複合経営におき，質の良

い農業専従者，農業労働力の確保ができている

とみなせる。逆に負の場合には農業は稲作を主

として，農家経営では兼業を主としている。

第３因子の得点分布をみると(図４)，1975年

では正の得点が大きい地区は小松市，金沢市お

よびその隣接地区，羽咋市，富来町，輪島市大

屋，内浦町など消費地に近接して立地し，野菜
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図４第３因子の得点分布

凡例は図２と同じ

戸当たり耕転機・トラックター保有台数，男子

日雇就業者率，女子日雇就業者率などである。

負の負荷量の大きな変数は１戸当たり農家人

口，若年人口率，女子自営業就業率，自営兼業

農家率である。第４因子は農家労働力と兼業内

容に関連し，正の場合労働力が比較的高令で，

兼業種としては日雇労働が中心で保有山林があ

る。逆に負の場合には０～15才の若年人口が多

く，従って１戸当たりの農家人口も多くて，こ

れらの両親である比較的若い基幹労働力が存在

して，女子の自営兼業が多いといえよう。

第４因子の得点分布をみると(図５)，1975年

では正の得点地区は，小松市の山間部，中能登

および奥能登の内陸部に分布し，負の得点地区

は加賀の平野部に多い。このように1975年の段

（白菜やきやくつなど）を中心とした青果物を

出荷している地区と，金沢市安原や富来町，内

浦町など県内市場や県外市場に野菜を出荷して

いる地区である。負の得点地区は加賀の山間部

および奥能登に集中している。1985年でも75年

とほぼ同様な分布を示しているが，県下全般に

負の得点地区が減少し，各地で野菜生産・販売

が行われるようになった。そして1975年でみた

正の得点地区はいずれも得点を増加させてい

る。

第４因子第４因子の説明量は10.4％であ

り，累積説明量は61.1％となっている。正の負

荷量で大きな変数は，男女40～59才人口割合，

男子50才台人口割合，女子50才台人口割合，雇

用兼業農家率,保有山林のある農家率,農家100
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図５第４因子の得点分布

凡例は図２と同じ

階で能登および加賀の山間部の農業労働力は高

令化し,若年人口は少なくなっていたのである。

これらの地区からの若年労働力の流出は著しい

ものであった。これが1985年に至っては，全県

的に正の得点が分布するようになって，農業労

働力の高令化，若年人口の減少が進行している

のである。特に能登において著しく，７５年段階

では負の得点地区であったものが全て正の得点

地区に移行しているのである。現在，能登にお

いては次に述べるようなタイプの農家が増加し

ているという｡21)すなわち,後継者である息子夫

婦およびその子供は金沢に出てきて一家を構

え，恒常的勤務に就いている。家に残っている

のはじいちゃん・ばあちゃんだけで，高令で機

械の操縦もままならない。先祖伝来の田を荒ら

して置くのは世間体も悪いので，息子が週休二

日制を利用して里帰りして農作業を行う。この

ため農作業に必要な機械類はトラックター，田

植機，コンバイン，乾燥機など納屋いつぱいに

とりそろえてあるのである。

第５因子第５因子の説明量は7.7％であ

り，累積説明量は68.8％となっている。正の負

荷量で大きな変数は雇用兼業農家率，販売金額

１位が野菜の農家率，野菜販売農家率，男子４０

才台人口割合，女子農業専従者率であり，負の

負荷量で大きな変数は，自営兼業農家率，女子

自営業就業者率，男子自営業就業者率，女子５０

才台人口割合，男子50才台人口割合，販売金額

1位が稲の農家率である。これらからみると第

５因子は農業経営と兼業内容，農家労働力に関
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図６第５因子の得点分布

凡例は図２に同じ

手取川扇状地上の地区に代表される通勤兼業で

ある。この点能登の場合は前述のように通勤兼

業は少なく，ほとんどが日雇・臨時雇の土木作

業員である。一方，負の得点で示される自営兼

業は地区によってその兼業種を異にする。小松

市の山間部や山中町などでは林業，小松市の平

野部やその隣接地区では織物業や九谷焼の絵付

けなどである。金沢市およびその隣接地区では

大工・左官・配管工・屋根職人など建設業が多

くなっている。河北郡の内灘町・宇ノ気町・七

塚町・高松町およびロ能登の羽咋市をはじめと

する邑知潟地溝帯に沿う地区（含む能登島町）

はいづれも織物業の自営である。奥能登の沿岸

部にみられる自営兼業は漁業である。これが

1985年になると，織物業の自営兼業および建設

連する変数である。正の場合には兼業農家で，

男子は雇用兼業に従事し，女子は農業に専従す

るタイプの農業で，野菜生産販売が多い。負の

場合は同じく兼業農家で兼業種は自営業である

が，農業は稲作農業である。

第５因子の分布をみると(図６)，1975年に正

の得点地区は白山麓の村々，金沢市の山間部，

加賀市，手取川扇状地上，津幡町，奥能登の輪

島市，門前町，珠洲市，能都町，柳田村などに

みられる。一方，負の得点地区は山中町，小松

市，金沢市，内灘町，中能登の鹿島町･鳥屋町・

田鶴浜町・能登島町などとなっている。加賀の

雇用兼業は二つのタイプに分かれる。一つは尾

口村の手取川ダム建設事業の土木作業員に代表

される山間部の日雇・臨時雇と，他は平野部の
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業の自営兼業は軒並み縮少し，県下全域にわ

たって雇用兼業が顕著な傾向となるのである。

1970年代後半の繊維不況には厳しいものがあ

り，まず兼業農家の機屋が撤退し，ついで専業

の機屋が廃業している。

第６因子第６因子の説明量は4.9％で,累

積説明量は73.7％である。正の負荷量で大きな

変数は就業年令以外人口率および老年人口率，

男子日雇就業者率であり，負の負荷量を示す変

数は農業専従者女子だけ農家率および販売金額

１位が野菜の農家率である。このようにみると，

正の場合は農業の基幹労働力に恵まれず，農家

収入を主に日雇兼業に求めているといえる。負

の場合，農業が女子労働力に依存していて，稲

と野菜栽培の農業を行っている。

第６因子の得点分布をみると(図７)，1975年

には全県的に女子労働力に依存した農業が行わ

れていたが，1985年になると全県的に農業の基

幹労働力がなく，片手間に農業を営んでいる事

態となっている。

第７因子第７因子の説明量は4.4％,累積

説明量は78％である。正の負荷量の変数は女子

農業専従者率だけであり，負の負荷量を示す変

数は複合経営農家率，若年人口率である。すな

わち，正の場合は稲作を主とした農業が女子に

よって行われているのに対して，負の場合は稲

作と野菜の複合経営といえよう。

第７因子の得点分布をみると，図８のようで

ある。1975年の加賀では平野部において稲作を

主とした農業が行われていて，山間部において
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図７第６因子の得点分布

凡例は図２に同じ
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図８第７因子の得点分布

凡例は図２に同じ

稲作だけでなくて複合経営が行われている。能

登では全域が負の得点地区となっている。これ

が1985年になると，金沢平野の加賀市，小松市，

手取川扇状地上を除いては稲作を主体とした農

業ではなくなり，作物生産のうえでは全県的に

複合化が進展しているといえよう。このように

米の減反政策の結果，石川県下全域に稲の重要

性が相対的に低下していることが理解される。

第８因子第８因子の説明量は3.7％であり，

累積説明量は81.7％である。正の負荷量を示す

変数は女子40才台人口割合および男子40才台人

口割合であり，負の負荷量を示す変数は専従者

女子だけ農家率，兼業農家率である。正の場合

基幹労働力がある農業であり，負の場合兼業農

業で農業部門は女子労働力に依存している。

第８因子の得点分布をみると(図９），1975年

では全県的に基幹労働力があり，手取川扇状地

上，加賀市などでは農業が女子労働力によって

行われている。ところが'985年に至っては基幹

的農業労働力は全県的になくなり，農業は女子

および高令者によってなされる，いわゆる３

ちゃん農業である。

以上のように８つの因子をそれぞれについて

1975年から85年にかけての変化という観点から

みてきた。石川県の農業はこの10年間に急激な

変化を遂げたといえる。しかし地域的にみると

変化のしかたには相違がみられる。そこで次に

８つの因子得点全体から石川県の農業変化の地

域的な相違を空間構造として検討する。
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図９第８因子の得点分布

凡例は図２に同じ

での負の得点が大きい。従ってこの類型は農業

経営の規模が小さいこと，農家経営における農

業収入の割合は小さく，兼業種は恒常的勤務お

よび自営業である。農業は稲作の単一経営であ

ることによって特徴づけられる。

Ａ類型の分布をみると(図11)，1975年では加

賀市・小松市の山間部，白峰村，根上町，金沢

市周辺の平野部分，宇ノ気町，鹿島郡(鹿島町・

鳥屋町・鹿西町・田鶴浜町・能登島町）とこれ

に隣接する羽咋市・富来町などである。加賀山

間部は耕地面積が小さいことによって，他の地

区は稲の単作によるものである。これが1985年

になると，この類型の地区は減少し，特に鹿島郡

およびその周辺での減少が著しく，後述のＣ，

Ｅ類型に変化している。他の地区（加賀）では

Ⅳ農業の地域差とその変化

ここでは385行８列（因子得点）の地理行列に

ワード法クラスター分析を適用し，石川県の農

業地域区分を行うことにする。図10に示される

ように基準平方距離の増加(各ステップの間隔）

に着目して，距離が大きくなった377段階と378

段階で，農業地域の類型化を行うのが妥当と判

断し22),Ａ～Ｈの８つの類型を得た。この類型の

分布をみたのが図11であり，それぞれの類型の

性格を判断するために分類した因子得点の平均

値を求めたのが表２である。それぞれの類型の

特徴を以下にみる。

Ａ類型この類型はいずれの因子も得点が

負であるが，なかでも第１因子から第５因子ま



金沢大学教育学部紀要（人文科学・社会科学編） 第３９号平成２年118

地区355360３７０ 384ステップ3７７３７８

□

Ⅲ囚

図１０因子得点のクラスター分析の連鎖樹

地区欄の数字は各クラスターの代表地区番号（最も若い番号）である。

あまり変化をみていない。 内灘町，七塚町に新たに鶴来町鶴来が住宅地化

Ｂ類型この類型もまたいずれの因子ともによる耕地の減少によって加わった。能登では

に負の得点であるが(表２)，第１因子がとぴぬ珠洲市飯田，志賀町高浜と漁業に関連した能都

けて大きいほか，第５因子，第６因子も大きい。町小木だけとなっている。

従ってＢ類型は経営規模が極端に小さく，農業Ｃ種類この類型もまた全ての因子が負の

専従者はいなくて，農家収入を農業にほとんど得点であるが，とびぬけて大きな得点となって

依存していない例外規定農家とでも呼ぶべきもいる因子はない｡比較的大きな因子は第７因子，

のである。兼業種は自営兼業が多くて，農業は第３因子，第６因子，第２因子である。従って

稲の単一経営であり，農作業は女子が行っていこの類型は農業の重要性は低く，農家収入の中

るといった特徴がみられる。心は雇用兼業にある。農業は稲作，稲と野菜の

Ｂ類型の分布をみると(図11)，1975年では山両者があるがいずれにしても女子労働力や高令

中町西谷，尾口村，吉野谷村は共に山間で耕地者によって農業が行われるという特徴を示す。

そのものが少なく，１戸当たり経営耕地面積0.5Ｃ類型の分布をみると(図11)，1975年ではそ

ｈａ未満が地区農家の８割以上となっている。砂のほとんどが加賀にあり，小松市小松に隣接す

丘地上の内灘町はもともと耕地が少ないうえ住る山間部，金沢市の山間部など両都市への通勤

宅地化による耕地の潰廃によって，同じく七塚範囲に分布している。能登では七尾市七尾，志

町は漁業の町でもともと水田がないこともあっ雄町地区だけである。これが，1985年になると

て農業への依存は弱かった。能登のＢ類型は地加賀においては都市域からさらに離れた地区や

区のほぼ全域が市街地からなる輪島市輪島，珠手取川扇状地上にも分布するようになった。最

洲市飯田，志賀町高浜と，漁業に地区経済を依（｣著しい増加をみたのが能登であり，輪島市三

存していて農業はほんの片手間（飯米程度）と井，内浦町，富来町（６地区)，能登島町（３地

いった能都町宇出津･小木，門前町黒島がある。区)を除いては全てがこのＣ類型となっている。

これが1985年になると，加賀では山中町西谷，この能登のＣ類型の兼業種としては企業誘致な

４
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図１１石川県農業の地域区分

表２各類型の因子得点の平均値

Ａ８７－１５５９３－１２３６１－１３４４５－１３６４２－１６０８５－０９３２２－１１７１４－０７４８６

Ｂ２０－３４１１６－１０６４３－１６２９７－１７４７６－２７１３１－２０８９２－１６４０２－０２７５８

Ｃ９８－０７０４７－１０２６７－１１４３９－００８６８－Ｏ５９８４－１１１５４－１５９８８－Ｏ９７６１

Ｄ４２）－１２１７７０６３５４－１３５６３－Ｏ６７５９－０６１６０－１１９３７－１８５５３－ＯＯＯ３５

Ｅ１２８－０４９７２－１３３６４－０７２４２－１３４３４－０７１８３－０７６５６－０２１１９－１４６３０

Ｆ２）－２４２２０２０２４３－１３５９３－５６６３８００２８０２９６７２１７１１１－４４３６８

Ｇ７０８５２５－２０１１７４１３４４－２０３４５－１２８３７－０２３７１０９２２５－１９５６１

Ｈ１１６００８－１１４９８０１０３９３０５７２－５４０９３－８９６０３１５５７４－８７３０７

どによって進出した電気部品工業や織物業など

若年女子労働力を必要とする製造業やサービス

業，卸売・小売業となるが，奥能登では女子の

就業構造は第１が農業であり，２位製造業,３

位サービス業となり，卸売・小売業が多くなる

のは商業の小中心地である輪島市輪島，珠洲市

飯田，穴水町穴水，能都町宇出津だけである｡23）

、類型この類型で負の大きな得点を示す

のは第７因子，第３因子，第１因子，第６因子

であり，第２因子が小さい得点ながら正となっ

第１因子 第２因子 第３因子 第４因子 第５因子 第６因子 第７因子 第８因子

Ａ（87） －１．５５９３ －１．２３６１ －１．３４４５ -1.3642 －１．６０８５ -0.9322 －１．１７１４ －０．７４８６

Ｂ（20） －３．４１１６ -1.0643 －１．６２９７ －１．７４７６ －２．７１３１ -2.0892 －１．６４０２ －０２７５８

Ｃ（98） －０．７０４７ －１．０２６７ －１．１４３９ －０．０８６８ -0.5984 －１．１１５４ －１．５９８８ －０．９７６１

Ｄ（42） －１．２１７７ 0.6354 －１．３５６３ -0.6759 －０．６１６０ －１．１９３７ －１．８５５３ -0.0035

Ｅ（128） －０．４９７２ －１．３３６４ －０．７２４２ －１．３４３４ －０．７１８３ －０．７６５６ －０．２１１９ －１．４６３０

Ｆ（２） －２．４２２０ 2.0243 －１．３５９３ －５．６６３８ ０．０２８０ ２．９６７２ 1.7111 －４．４３６８

Ｇ（７） 0.8525 －２．０１１７ 4.1344 -2.0345 －１．２８３７ －０．２３７１ 0.9225 －１．９５６１

Ｈ（１） 1.6008 -1.1498 0.1039 3.0572 －５．４０９３ －８．９６０３ 1.5574 -8.7307
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ている。従ってこの類型は経営規模は比較的小

さく，稲作を中心とした農業もしくは稲と野菜

の農業を女子労働力を基幹労働力として行って

いる。農業収入が重要性を持ち（第１種兼業)，

臨時雇・日雇の兼業収入も重要なものとなって

いる。

Ｄ類型の分布をみると(図11)，1975年ではそ

のほとんどが奥能登に分布し，加賀では加賀市

三谷，山中町東谷奥，金沢市場涌谷，津幡町河

合谷の４地区（いずれも山間部）にすぎない。

いずれの地域とも通勤には交通が不便で，さら

に地域内には製造業・サービス業・卸売・小売

業などの就業機会がほとんどないため兼業種は

臨時雇や日雇が多くなっている。ところが,1985

年でみると，県下でこのＤ類型は輪島市三井地

区だけになっている。同地区は能登の中で内陸

に位置し，林業が最も盛んな所で，森林組合の

林業労働者としての雇用兼業が多くなっている

のである。

Ｅ類型この類型もまた負の因子得点であ

り，大きな得点を示すのは第８因子，第４因子，

第２因子である。従ってＥ類型の特徴は農家経

営では兼業に重点がおかれ，兼業種は恒常的勤

務であるが，女子の自営兼業も多い。農業労働

は女子に依存しているほか老令者にも依存して

いることである。

Ｅ類型の分布をみると，1975年では，加賀に

おいては加賀市，小松市，手取川扇状地上，金

沢市，津幡町など金沢平野に広範に展開してい

る。能登では羽咋市，富来町，輪島市大屋，内

浦町だけである。これが1985年には加賀の平野

部ばかりでなく山間部にも拡大し，農業の収入

源としての重要性が減少して，農業は女子労働

力依存へと移行している。奥能登ではいずれの

地区も農業の重要性が減じている。

Ｆ類型この類型は第６因子，第２因子，

第７因子が正の得点で大きく，第４因子，第８

因子，第１因子で負の得点が大きい。従ってＦ

類型は稲作を主とした農業では女子労働力が重

要な役割を演じているものの農業への収入源依

存は低く，女子の自営兼業に特色がある。分布

をみると1985年の加賀市瀬越，同塩屋の２地区

だけである。瀬越村はかって日本海に雄飛した

北前船の船主が多く，もともと農業は盛んでは

なかった。塩屋はまた加賀における唯一の漁業

基地であり，同様に農業は盛んではなかったの

である。

Ｇ類型この類型は第３因子の正の得点，

第４因子，第２因子，第８因子の負の大きな得

点である。従って農業経営は稲と野菜の複合経

営であり，農業労働力には恵まれている一方で，

女子や老令者による農業も多く，農業労働力の

多くが女子労働力に依存している点が特徴であ

る。

Ｇ類型の分布をみると，1975年では加賀市月

津，金沢市安原および内１１１，１９８５年の加賀市月

津，金沢市安原および内川と羽咋市下甘田の７

地区である。これらの地区ではいずれも野菜栽

培に農業の主柱を置いている農家が多い。一方

で恒常的勤務などの兼業農家も多いのである。

栽培される野菜は，すいか，だいこん（いずれ

も県外出荷産品),葉茎菜類(主として県内市場）

などである。臨時雇用労働力として付近の住宅

団地の主婦など女子労働力を雇用している。

Ｈ類型この類型は1975年の加賀市塩屋地

区だけであり，表２によると第４因子が正の得

点で大きく，負の得点で大きいのは第６因子，

第８因子，第５因子である。従って農業は稲作

を中心としつつも日雇･臨時雇や自営業（漁業）

が重要であり，農業は女子や高令者によってい

るのが特徴である。

1975年から1985年の変化以上のような８

つの因子にもとずく1975年と1985年の農業類型

を比較すると，石川県における10年間の農業変

化を把握することができる。

８つの類型のなかで1975年に卓越していたＥ

（58/193)，Ａ（54/193)，Ｄ（41/193）はいず

れも兼業が卓越する第２種兼業農家であり，兼

業種は恒常的勤務および自営業である。農業は

稲作を主として，女子および高令者に労働力を
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表３石１１１県における農業類型の変化

（1975～85年） まず変化しなかった（類型間の移動がなかっ

た）のはＡ類型24地区，Ｂ類型６地区，Ｃ類型

11地区，Ｄ類型１地区，Ｅ類型49地区，Ｇ類型

３地区となり，Ｅ類型すなわち農家収入の中心

が恒常的勤務や自営業などの兼業にあり，農業

は女子や高令者によって行われているものであ

るが，このＥ類型は1985年に70地区と増加して

いる。最も著しい増加をみたのがＣ類型すなわ

ち，第２種兼業農家で，兼業種は雇用兼業であ

る。雇用兼業の内容は男子が日雇，女子が製造

業やサービス業への就業である。1985年にはこ

のＣ類型とＥ類型で192地区のうち145地区

（75.5％）を占め，ＢＧを除く他の類型は激

減しているのである。注目に値するのはＥ類型

からＧ類型への変化であり，羽咋市下甘田地区

である。すいかと大根の野菜，柿栽培が盛んな

地区であり，総農家数16戸のうち，販売金額１

位が野菜とする農家が５戸，同じく果樹が２戸

であり，農産物販売金額はいずれも1,000万円以

上となっている。Ｆ類型の２地区は前述のとお

認
依存している。一方比較的農業の比重が大きい

類型としてＧ（３／193）があるが，他は全て第

２種兼業農家が卓越し，兼業種はＢ（13/193）

が自営業，Ｃ（23/193）が雇用兼業（臨時雇・

日雇）であった。そしていずれの類型ともに農

業は女子によってなされているのである。これ

らの農業類型が10年間に表３に示したような変

化を遂げているのである。

輪島市

図１２石111県の農業地域の変化（1975-1985）
Ａ～Ｅ、Ｇはそれぞれ農業類型を示す
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であることが明らかになった。

因子分析の結果，８つの因子を抽出でき，そ

れぞれ次のように解釈した。第１因子は経営規

模・経営内容，第２因子は兼業内容・農家労働

力，第３因子は農家労働力・農家の性格，第４

因子は農家労働力・兼業内容，第５因子は農業

経営・兼業内容，第５因子は農業経営・兼業内

容，第６因子は農家労働力・農業経営，第７因

子は農業経営・農家労働力，第８因子は農家労

働力・兼業内容である。

それぞれの因子の得点分布からみると，石川

県の農業は兼業化の深化と農業労働の女子労働

力，高令者への依存，わずかながら水稲単作農

業から稲と野菜の複合経営への移行が生じつつ

あるb能登・加賀山間部と加賀平野部における

男女の就業形態の著しい相違が明らかとなっ

た。すなわち前者では男子の兼業種は臨時雇・

日雇，自営業に限られるのに対し，後者では恒

常的勤務が圧倒的に多い。この点，女子はこの

ような地域差が明確にはならない。

８つの因子得点をクラスター分析して，農業

の地域区分を行った。その結果８類型を得たが

その分布から，能登と加賀における農業変化の

地域差が明確になった。さらに加賀においては

都市と農業地域との関係が都市を中心とする圏

構造として把握でき，これらの圏構造と砂丘地，

平野，山間地といった土地条件の相違とも密接

な関連をもつことが明らかとなった。

リである。

以上の石川県の農業変化を模式化すると，図

12に示すようになろう。同図に示したように石

川県の農業の変化をみる際にもまずとりあげね

ばならないのが，能登と加賀の相違であろう。

能登は地形上の半島であると同時に経済社会的

にも岬端性を示す地域といえよう。すなわち，

前述もしたが，能登には第２次産業，第３次産

業の就業機会を提供できる都市が存在しない。

確かに輪島市輪島（漆器産業)，珠洲市飯田･能

都町宇出津・穴水町穴水（周辺農村の市場町)，

七尾市七尾（港町・観光）が存在するが周辺の

農村部から労働力および生産物を吸収するまで

には至っていない。従って加賀でみられるとこ

ろの都市を中心とした同心円構造，すなわち市

街地を囲むようにＥ類型が分布し，その一部に

はＧ類型が立地し，その外側にＣ類型，Ｂ類型，

Ａ類型が立地するといった空間構造を形成でき

ないのである。それ故，能登では1975年から８５

年にかけて，類型およびＡ類型からＣ類型への

移行（兼業種の変更）が生じたにすぎない。こ

れに対して，加賀では都市が拡大し，従ってこ

れを囲む労働力供給圏であるＥ類型の地域も外

側に拡大し，点在するＧ類型も拡大，Ｂ類型の

縮少もしくはＡ類型への移行となって生じてい

るのである。

Ｖおわりに

本研究の目的は，従来定性的もしくは特定指

標を用いた研究，微細地域の研究によって論じ

てきた石川県の農業について，多変量解析によ

り検討することとした。1975年と85年の農林業

センサス旧市区町村データをあわせて同時に分

析した。385行46列の地理行列に因子分析を施

し，因子負荷量の検討から，最終的には385行３６

列の地理行列に因子分析を施した。この段階で

石川県では生産物として果樹，工芸作物，畜産

（乳牛・肉牛・豚)，施設園芸などが未成熟であ

り，耕地を借入れたり，農業臨時雇を雇い入れ

て農業の大規模経営を実践している農家が少数

本研究を進めるにあたって，本学部の伊藤悟

助教授にはパーソナルコンピュータの解析プロ

グラムの作成・データ行列作成のアドバイス，

さらには解析結果を解釈する際の注意と多大な

援助を受けた。またデータ集収では北陸農政局

統計課の方々にお世話になりました。以上を記

して感謝いたします。
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